
○南砺市手数料条例 

平成１６年１１月１日 

条例第５９号 

改正 平成２０年３月２６日条例第８号 

平成２２年３月２４日条例第５号 

平成２２年６月２３日条例第２７号 

平成２３年３月２３日条例第１２号 

平成２４年６月２２日条例第３０号 

平成２５年１月８日条例第１号 

平成２６年３月２４日条例第４号 

平成２７年９月１８日条例第２８号 

平成２７年１２月１８日条例第３６号 

平成２９年３月２４日条例第１０号 

令和２年９月１６日条例第４０号 

令和３年６月２３日条例第１８号 

令和３年９月１６日条例第２２号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の規定によ

り市の事務で特定の者のためにする事務につき市が徴収する手数料について、別に

定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（徴収する事項及び金額） 

第２条 手数料を徴収する事項及びその金額は、別表のとおりとする。 

２ 前項の各事項について、２以上の事項を同一紙に証明するときは、各項ごとにこ

れを１件とし、同一事項を２以上証明するときは、各１通ごとに１件とする。 

（閲覧等の範囲） 

第３条 閲覧、照合、証明及び謄本又は抄本の交付は、市長が公に示して差し支えな

いと認めるものに限り行う。 

（徴収時期） 

第４条 手数料は、第２条に規定する手数料を徴収する事項に係る申請の際又は当該

申請に係る書類の交付の際に徴収する。ただし、市長が特に必要と認めるものにつ



いては、この限りでない。 

（郵便等による送付） 

第５条 郵便又は信書便により謄本、抄本、証明書その他の書類を送付する場合は、

第２条に定める手数料のほか、郵送等に要する費用を徴収する。 

（手数料の不還付） 

第６条 既に徴収した手数料は、還付しない。ただし、市長が特に必要と認めるとき

は、この限りでない。 

（手数料の免除） 

第７条 次の各号のいずれかに該当するときは、第２条の規定にかかわらず、手数料

を徴収しない。 

（１）法令の規定により徴収を要しないとき。 

（２）市民が公費の援助又は扶助を受けるために必要とするとき。 

（３）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の適用を受けている者から請求が

あったとき。 

（４）官公署から請求があったとき。 

（５）公用で使用するとき。 

２ 視覚に障害を有し、かつ盲導犬（道路交通法施行令（昭和３５年政令第２７０号）

第８条第２項に規定する犬をいう。）の使用者証を有する者又は身体障害者補助犬

法（平成１４年法律第４９号）第１６条第１項の認定を受けている補助犬を有する

者の請求に係る別表第２３号から第２５号までに定める手数料は徴収しないことが

できる。 

３ 市長は、特に必要と認めるときは、手数料を減額し、又は免除することができる。 

（委任） 

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

（過料） 

第９条 詐欺その他不正の行為により手数料の徴収を免れた者は、その徴収を免れた

金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金額が５万円を超えないときは、

５万円とする。）以下の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 



１ この条例は、平成１６年１１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに、合併前の城端町

手数料条例（平成１２年城端町条例第６号）、平村手数料徴収条例（平成１２年平

村条例第４号）、上平村手数料条例（平成１２年上平村条例第２号）、利賀村手数

料条例（平成１２年利賀村条例第１号）、井波町手数料条例（平成１２年井波町条

例第７号）、井口村手数料条例（平成１２年井口村条例第３号）、福野町使用料及

び手数料条例（平成１２年福野町条例第４号）又は福光町手数料条例（平成１２年

福光町条例第１８号）（以下これらを「合併前の条例」という。）の規定によりな

された処分、手続その他の行為は、それぞれこの条例の相当規定によりなされたも

のとみなす。 

３ 施行日の前日までにした行為に対する罰則の適用については、なお合併前の条例

の例による。 

附 則（平成２０年３月２６日条例第８号） 

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年３月２４日条例第５号） 

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年６月２３日条例第２７号） 

この条例は、平成２２年７月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月２３日条例第１２号） 

この条例は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年６月２２日条例第３０号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２４年７月９日から施行する。 

附 則（平成２５年１月８日条例第１号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２４日条例第４号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年９月１８日条例第２８号） 



この条例は、平成２７年１０月５日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月１８日条例第３６号） 

この条例は、平成２８年１月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月２４日条例第１０号） 

この条例は、平成２９年６月１日から施行する。 

附 則（令和２年９月１６日条例第４０号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年６月２３日条例第１８号） 

この条例は、令和３年７月１日から施行する。 

附 則（令和３年９月１６日条例第２２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

別表（第２条関係） 

手数料を徴収する事項 単位 手数料の金額 

１ 戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は磁気デ

ィスクをもって調製された戸籍に記録されて

いる事項の全部若しくは一部を証明した書面

の交付 

１通につき ４５０円

ただし、多機能端末機

による場合は、３００

円 

２ 戸籍に記載した事項に関する証明書の交付 証明事項１件

につき 

３５０円

３ 除かれた戸籍の謄本若しくは抄本の交付又

は磁気ディスクをもって調製された除かれた

戸籍に記録されている事項の全部若しくは一

部を証明した書面の交付 

１通につき ７５０円

４ 除かれた戸籍に記載した事項に関する証明

書の交付 

証明事項１件

につき 

４５０円

５ 戸籍に関する届出若しくは申請の受理に関

する証明又は戸籍法第４８条第２項（同法第１

１７条において準用する場合を含む。）の規定

に基づく届書に記載した事項に関する証明書

の交付 

１通につき ３５０円

１通につき １，４００円

（婚姻、離婚、養子縁

組、養子離縁又は認知

の届出の受理に関する



上質紙を用いた証明） 

６ 戸籍法第４８条第２項（同法第１１７条にお

いて準用する場合を含む。）の規定に基づく書

類の閲覧 

書類１件につ

き 

３５０円

７ 身分に関する証明書の交付 １件につき ３００円

８ 住民票の写し又は戸籍の附票の写しに関す

る証明書の交付 

１件につき ３００円

ただし、多機能端末機

による場合は、１５０

円 

９ 住民票に記載した事項に関する証明書の交

付 

１件につき ３００円

１０ 住民基本台帳の写しの閲覧 １件につき ３００円

１１ 印鑑に関する証明書の交付 １件につき ３００円

ただし、多機能端末機

による場合は、１５０

円 

１２ 印鑑登録証の再交付（印鑑登録証若しくは

印鑑登録を受けている印章の亡失又は印鑑登

録の廃止による新たな印鑑登録に係るものを

含む。）又は住民基本台帳カード（平成２６年

３月３１日以前に交付したものを除く。）から

の変更 

１枚につき ３００円

１３ 埋葬、火葬又は改葬に関する証明書の交付１件につき ３００円

１４ 自動車の臨時運行の許可 １両につき ７５０円

１５ 住宅用家屋に関する証明書の交付 １件につき １，３００円

１６ 土地、建物に関する証明書の交付 １件につき ３００円

１７ 租税、公課に関する証明書の交付 １件につき ３００円

１８ 営業に関する証明書の交付 １件につき ３００円

１９ 地縁団体に関する証明書の交付 １件につき ３００円

２０ 鳥獣飼養許可証の交付若しくは更新又は １件につき ３，４００円



再交付 

２１ 犬の登録 １頭につき ３，０００円

２２ 狂犬病予防注射済票の交付 １件につき ５５０円

２３ 犬の鑑札の再交付 １件につき １，６００円

２４ 狂犬病予防注射済票の再交付 １件につき ３４０円

２５ 動物の飼養又は収容の許可 １件につき ８，３００円

２６ 富山県屋

外広告物条例

（昭和３９年

富山県条例第

６６号）第６

条若しくは第

７条第４項又

は第１０条第

３項の規定に

基づく屋外広

告物の許可の

申請又は許可

の更新の申請

に対する審査 

はり紙 １００枚につ

き 

４２０円

（１００枚未満の端数

は、１００枚として計

算する。） 

はり札 １枚につき ６０円

立看板 広告旗 １件につき ２７０円

横断幕 懸

垂幕 アド

バルーン 

面積が１０平方メー

トル未満のもの 

１個につき ４２０円

面積が１０平方メー

トル以上のもの 

１個につき 当該面積の値を１０で

除して得た数値（整数

未満があるときは、そ

の端数を切り捨てる。）

に４２０円を乗じて得

た額に４２０円を加算

した額 

電柱広告 消火栓標識利用広告 

置看板 

１個につき ５４０円

野立広告 

屋上広告 

壁面広告 

突出広告 

停留所添架

広告 

面積が３平方メート

ル未満のもの 

１個につき ８１０円

面積が３平方メート

ル以上のもの 

１個につき 当該面積の値を３で除

して得た数値（整数未

満があるときは、その

端数を切り捨てる。）

に８１０円を乗じて得



た額に８１０円を加算

した額 

特殊装置の

広告物 

面積が１０平方メー

トル未満のもの 

１個につき ２，７７０円

面積が１０平方メー

トル以上のもの 

１個につき 当該面積の値を１０で

除して得た数値（整数

未満があるときは、そ

の端数を切り捨てる。）

に２，７７０円を乗じ

て得た額に２，７７０

円を加算した額 

２７ 優良宅地造成の認定の申請に対する審査 １件につき ８６，０００円

２８ 旧租税特別措置法に規定する優良宅地の

認定の申請に対する審査 

１件につき ８６，０００円

２９ 優良住宅

新築の認定の

申請に対する

審査 

新築住宅の床面積の合計が１０

０平方メートル以内のもの 

１件につき ６，２００円

新築住宅の床面積の合計が１０

０平方メートルを超え５００平

方メートル以内のもの 

１件につき ８，６００円

新築住宅の床面積の合計が５０

０平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内のもの 

１件につき １３，０００円

新築住宅の床面積の合計が２，

０００平方メートルを超え１

０，０００平方メートル以内の

もの 

１件につき ３５，０００円

新築住宅の床面積の合計が１

０，０００平方メートルを超え

るもの 

１件につき ４３，０００円

３０ 公簿、公文書又は図面の閲覧及び照会 １件につき ３００円



３１ 公共基準点の成果表又は点の記の謄本若

しくは抄本の交付 

１点１通につ

き 

２００円

３２ 公共基準点の成果に係る図表 １枚につき ２００円

３３ 上記以外の事項に関する証明書の交付 １件につき ３００円

備考 

１ この表において、第２８項に掲げる広告物の種類は、次のとおりとする。 

（１） 「はり紙」とは、紙製その他これに類するもので、建物その他の工作

物等にはり付けるものをいう。 

（２） 「はり札」とは、ベニア板、プラスチック板その他これらに類するも

のに紙その他これに類するものをはり、容易に取りはずすことができる状態

で、建物その他の工作物等に取り付けるものをいう。 

（３） 「立看板」とは、木枠等に紙張り若しくは布張りをし、又はベニア板、

プラスチック板その他これらに類するものに紙その他これに類するものをは

り、容易に取りはずすことができる状態で立て、又は建物その他の工作物等

に立て掛けるものをいう。 

（４） 「広告旗」とは、布状のものをさおに取り付けるもの又はこれに類す

るものをいう。 

（５） 「横断幕」とは、建物その他の工作物等を利用して道路を横断し、空

中に掲出するものをいう。 

（６） 「懸垂幕」とは、建物その他の工作物等を利用して垂れ下げるものを

いう。 

（７） 「アドバルーン」とは、気球を利用して高揚するものをいう。 

（８） 「電柱広告」とは、電柱、街灯柱その他電柱の類の表面に直接表示す

るもの又は電柱、街灯柱その他電柱の類を利用して取り付けるものをいう。 

（９） 「消火栓標識利用広告」とは、消火栓の標識を利用して取り付けるも

のをいう。 

（１０） 「置看板」とは、木製、合成樹脂製若しくは金属製のもの又はこれ

らに類するもので、地面に直接置き、かつ、容易に移動できるものをいう。 

（１１） 「野立広告」とは、道路又は鉄道等の沿線の土地に建植する広告板

（木又は金属等の耐久性のある材料を使用したもので、土地に建植し、又は



建物その他の工作物等に固定して装置し、その広告表示面を含め、その構造

が板状であるものをいう。以下同じ。）及び広告塔（木又は金属等の耐久性

のある材料を使用したもので、土地に建植し、又は建物その他の工作物等に

固定して装置し、その広告表示面を含め、その構造が多角柱、円柱等の立体

構造のものをいう。以下同じ。）をいう。 

（１２） 「屋上広告」とは、建物の屋上に固定して装置する広告板及び広告

塔をいう。 

（１３） 「壁面広告」とは、建物の外壁面に直接表示するもの又は固定して

装置するもので突出広告以外のものをいう。 

（１４） 「突出広告」とは、建物の外壁面に固定して装置するもので、建物

の外壁面から突き出すものをいう。 

（１５） 「停留所添架広告」とは、停留所の上屋又は標識に添架するものを

いう。 

（１６） 「特殊装置の広告物」とは、ネオンサイン、イルミネーション等を

利用したものをいう。 

２ 広告物の面積は、表示面積を合計したものとし、当該面積の単位は、平方メ

ートルとする。 

３ この表に定めのない種類の広告物又は広告物を掲出する物件に係る手数料の

額については、この表に定める種類の広告物又は広告物を掲出する物件に係る

手数料の額との均衡等を考慮して市長が別に定める。 

４ 「多機能端末機」とは、民間事業者が設置する証明書の交付を自動的に行う

端末機をいう。 

 


